
Ⅴ　財　　務
１－１　消費収支計算書関係比率（法人全体のもの）　※私立短期大学のみ

（表６）

比    率 算   式（＊１００） 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 備 　 考

人  件  費 ％ ％ ％ ％ ％

帰 属 収 入 46.6  47.7  48.7  49.6  66.0  

人  件  費

学生生徒等納付金 60.1  63.0  64.3  65.3  84.0  

教育研究経費

帰 属 収 入 33.0  31.9  35.4  34.1  35.0  

管 理 経 費

帰 属 収 入 5.3  5.7  6.8  7.1  6.9  

借入金等利息

帰 属 収 入 0.7  0.5  0.3  0.2  0.2  

帰属収入－消費支出

帰属収入 14.2  14.2  8.6  8.6  △ 8.4

消 費 支 出

帰 属 収 入 85.8  85.8  91.4  91.4  108.4  

消 費 支 出

消 費 収 入 111.5  102.2  103.7  106.7  116.1  

学生生徒等納付金

帰 属 収 入 77.4  75.7  75.8  75.9  78.6  

寄  付  金

帰 属 収 入 2.1  2.8  2.8  2.8  0.6  

補  助  金

帰 属 収 入 9.6  9.7  9.7  10.1  8.7  

基本金組入額

帰 属 収 入 23.0  16.0  11.9  14.3  6.6  

減価償却費

消 費 支 出 10.6  9.9  9.9  10.4  9.6  

1 人 件 費 比 率
2011年度は、退職給与引当金計上基準の変更に
伴い、数値が一時的に上昇している。

2 人 件 費 依 存 率
2011年度は、退職給与引当金計上基準の変更に
伴い、数値が一時的に上昇している。

3 教 育 研 究 経 費 比 率

4 管 理 経 費 比 率

5 借 入 金 等 利 息 比 率

6 帰 属 収 支 差 額 比 率
2011年度は、退職給与引当金計上基準の変更に
伴い、数値が一時的に下落している。

7 消 費 支 出 比 率
2011年度は、退職給与引当金計上基準の変更に
伴い、数値が一時的に上昇している。

8 消 費 収 支 比 率
2011年度は、退職給与引当金計上基準の変更に
伴い、数値が一時的に上昇している。

9 学 生 生 徒 等 納 付 金 比 率

10 寄 付 金 比 率

13 減 価 償 却 費 比 率
2011年度は、退職給与引当金計上基準の変更に
伴い、数値が一時的に下落している。

[注]　「学校法人会計基準」に基づく財務計算書類中の消費収支計算書（法人全体のもの）を用いて、表に示された算式により過去５年分の比率を
　　　記入してください。
　　　なお、法人として当該短期大学のみを運営している場合は、本表のみを作表してください。

11 補 助 金 比 率

12 基 本 金 組 入 率
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